
第3 裁判員裁判導入の成果と課題 
1 裁判員裁判導入の意義 

（1） 裁判員制度の開始までの経緯と検証 

 裁判員制度は、広く一般の国民から無作為に抽出された者が、裁判官とともに責任を分担しつつ協働し、

裁判内容（有罪・無罪の決定及び刑の量定）に主体的、実質的に関与するという制度である。 

 我が国にこのような制度を導入することについては、2001（平成13）年6月に出された司法制度改革審議会

意見書で提言がなされ、その後、内閣に設置された司法制度改革推進本部の「裁判員制度・刑事検討会」に

おいて、2002（平成14）年6月から具体的制度設計についての本格的な議論が開始された。そして、2004（平

成16）年5月21日、「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」（裁判員法）として可決・成立し、2008（平

成20）年4月18日、「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」の施行期日を定める政令が公布され、2009

（平成21）年5月21日、裁判員制度が始まった。 

 裁判員法附則9条では、法の施行3年経過後に「所要の措置を講ずるもの」と規定されており、日弁連は、3

年が経過するのに先立ち、2012（平成24）年3月、「裁判員法施行3年後の検証を踏まえた裁判員裁判に関す

る改革について」と題する提言を行った。 

 ここでは、①公訴事実等に争いのある事件についての裁判員裁判対象事件の拡大、②公判前整理手続にお

ける証拠開示規定の改正、③被告人側に公判前整理手続に付することの請求権を認める法律改正、④公訴事

実等に争いのある事件における公判手続きを二分する規定の新設、⑤裁判員及び補充裁判員に対する説明に

関する規定の改正、⑥裁判員裁判における評決要件の改正を提案した。 

 また、裁判員等の心理的負担を軽減させるための措置に関する規定及び心理的負担軽減に資する事項の説

明に関する規定の新設を提言した。 

 さらに、死刑の量刑判断について全員一致制の導入、少年法の理念に則った規定の新設、裁判員制度の運

用に関する調査研究のための守秘義務適用除外規定の新設、裁判員制度の施行状況を検討し、法制度上ある

いは運用上必要と認める措置を提案する新しい検証機関の設置などを提言してきた。 

 しかしながら、 法務省に設置された「裁判員制度に関する検討会」（以下「検討会」という）においては、

日弁連のこれら提言はいずれも採用されず、現行の制度をほとんど変更することなく、2015（平成27）年6

月に、①審理期間が著しく長期又は公判期日が著しく多数で、裁判員の選任等が困難な事案を対象事件から

除外する規定（3条の2）、②重大な災害で被害を受け、生活再建のための用務を行う必要があることを辞退

事由とする規定（16条8号）、③著しく異常かつ激甚な非常災害で交通が途絶した地域において裁判員候補者

の呼出しをしないことができるとする規定（27条の2、97条5項）、④選任手続等における被害者特定事項の

保護規定（33条の2第1項、3項）、を新設する改正が行われたにとどまった。 

（2） 意義 

 この裁判員制度は、司法改革の重要な柱であった。裁判員法1条によれば、この制度は「司法に対する国民

の理解の増進とその信頼の向上に資する」とされている。裁判員制度の導入は、司法に国民の健全な社会常

識を反映させ、かつ、国民に対し、司法の分野における「客体」から「主体」へと意識の変革をもたらすと

いう意味で、我が国の民主主義をより実質化するものとして大きな意義がある。 

 すなわち、司法の分野においても、国民がその運営に参加し関与するようになれば、司法に対する国民の

理解が進み、裁判の過程が国民にわかりやすくなる。その結果、司法はより強固な国民的基盤を得ることに

なると期待されているのであり、日弁連は裁判員法を「司法に健全な社会常識を反映させる意義を有するに



止まらず、我が国の民主主義をより実質化するものとして、歴史的な意義を有するものである」と評価して

いる。 

 また、裁判員制度の導入により、刑事司法の抱えている諸問題を解決し、直接主義・口頭主義の実質化、

調書裁判の打破と自白調書偏重主義の克服、連日的開廷による集中的審理の実現等を可能にし、刑事訴訟法

の基本原則に立ち返った本来あるべき刑事裁判の姿を取り戻すことも期待されている。 
 

2 裁判員裁判の現況と成果 

（1） 裁判員裁判の現況 

 （以下、最高裁判所発表の制度施行から2017（平成29）年7月末までの統計〔速報〕による） 

 制度施行から2017（平成29）年7月末日までの8年2か月間の裁判員裁判対象事件の新受人員は、全国で11,118

人（東京地裁本庁で1,002人）であり、裁判員裁判の終局人員は、全国で10,311人（東京地裁本庁で912人）

である。新受人員を罪名別でみると、強盗致傷が2,823人で最も多く、以下殺人2,633人、現住建造物等放火

1,191人、傷害致死1,055人、覚せい剤取締法違反917人、（準）強制わいせつ致死傷912人、（準）強制性交

等致死傷877人の順になっている。 

 また、この間に裁判員裁判において選定された裁判員候補者は99万4,383人である。このうち、調査票の回

答により辞退が認められた方などを除いた70万5,056人に対して呼び出し状が送付され、質問票の回答により

辞退が認められるなどして、さらに30万9,382人の裁判員候補者の呼び出しが取り消され、残りの39万5,674

人に選任手続期日への出席が求められた。このうち28万9,725人が選任手続期日に出席し（出席率73.2％）、

5万8,196人が裁判員に選任され、1万9,798人が補充裁判員に選任された。辞退が認められた割合は61.7％で

あった。辞退率は、制度が始まった2009（平成21）年の53%から上昇が続いている。 

 裁判員裁判の平均審理期間（受理から終結まで）は9.0月であり、このうち公判前整理手続に要した期間が

6.8月となっている。公判期日を開いた回数は平均4.4回（自白事件3.7回、否認事件5.3回）であり、実質審

理期間（第1回公判から終局まで）は平均7.6日（自白事件5.3日、否認事件10.4日）となり、制度が始まった

当初より少しずつ長期化する傾向にある。 

（2） 裁判員裁判導入の成果 

 裁判員裁判導入から7年3か月を経過した段階で、裁判員裁判による終局人員は9,000人を超えているが、大

きな混乱はなく、概ね順調に推移しているものと評価しうる。 

 2009（平成21）年5月21日から2013（平成25）年12月までの裁判員経験者のアンケートでは、良い経験と感

じたと回答した人が95.3%であったところ、2016（平成28）年1月から同年12月までの同アンケートでは96.7％

に増加し、引き続き肯定的な結果となっている。審理の内容についてわかりやすかったと回答したのは66.5%

で、制度施行後低下傾向が続いていたが、ここ数年改善されてきている。但し、検察官と弁護人の法廷での

説明のわかりやすさを比較すると、わかりやすかったとの回答は、検察官が66.8％に対して、弁護人は38.0％、

わかりにくかったとの回答は、検察官が4.5％に対して、弁護人が16.7％との結果が出ており、改善する必要

があろう。また、裁判員裁判の導入により、従来なされてきた供述調書の取り調べを基本とする審理から、

人証中心の審理へと変化し、冒頭陳述、論告、弁論等も書面に頼らない方法へと変化しており、直接主義・

口頭主義という本来あるべき刑事訴訟の審理がなされるようになっているといえる。そして、裁判所主催で

実施されている裁判員経験者との意見交換会などによれば、裁判員は無罪推定の原則に従った判断をしよう

とする姿勢が伺われ、従前の裁判官裁判との違いが感じられる。 

 さらに、手錠・腰縄を解錠したのち、裁判員と裁判官が入廷する、被告人の着席位置を弁護人の隣にする、

服装も相応な服装で出廷することを認めるなどの運用もなされるようになってきているなど、裁判員裁判の

導入による刑事裁判の改善が実現しており、今後もかかる方向性を推し進めるべきである。 
 



3 裁判員制度の課題 

（1） 部分判決制度 

 部分判決制度は、事実認定のみを行う裁判員と事実認定及び量刑判断を行う裁判員との差異が生じ、最後

に判決を言い渡す裁判体の裁判員の負担が重くなることや、部分判決では有罪と判断されたが、最後の事件

では無罪との結論に達した場合、最後の裁判体は部分判決で有罪とされた件についての量刑判断を行わなけ

ればならないといった点、さらに、一般情状の立証をどの裁判体の段階で行うのかなどといった問題点が指

摘されており、運営のあり方については、今後十分に検討をする必要があろう。 

（2） 裁判員選任手続 

 裁判員選任手続については、裁判員候補者として呼出を受けた者が「思想信条」を理由として裁判員を辞

退できるかにつき、2008（平成20）年1月に定められた裁判員の辞退事由についての政令では、「精神上……

の重大な不利益が生ずると認めるに足りる相当の理由があること」と規定されている。しかし、この規定に

よれば、「精神上の重大な不利益が生ずると認めるに足りる相当の理由」の有無は個々の裁判官の判断によ

ることになり、かつ、その基準が不明確であることから、選任段階で混乱が生ずるおそれがある。 

 また、裁判員への事前の質問票では、事件関係者との関係の有無や、事件を報道等で知っているか、近親

者が同種事件の被害にあったことがあるか、などといった事項につき回答を求めるだけであり、選任手続期

日における質問でも、質問票への回答の正確性、予定審理期間のスケジュールの確認、公正な裁判ができな

い事情があるかどうか、といった点についてだけ質問を行うことが想定されている。これでは、検察官や弁

護人が不選任の請求を行う際の判断材料が極めて乏しく、裁判員候補者の外見と直感で判断せざるを得ない

ことになりかねない。また、特に性犯罪事件では、被害者のプライバシーを守る工夫が必要であり、この点

についても検討が必要である。 

 これら選任手続の問題点を検討し、今後も適切な制度運営がなされるよう働きかけていく必要がある。 

（3） 説示や評議のあり方 

 裁判員法39条は、「裁判長は、裁判員及び補充裁判員に対し、最高裁判所規則の定めるところにより、裁

判員及び補充裁判員の権限、義務その他必要な事項を説明するものとする」と規定しており、裁判所はその

説明案を公表し、裁判員選任時には概ねその説明案に沿った説明がなされている。 

 無罪推定の原則、合理的疑いを容れない程度の立証といった基本原則に基づかない刑事裁判がもし行われ

るようなことがあれば、被告人の適正な裁判を受ける権利が侵害されるのみならず、裁判員裁判も十分機能

しないおそれがある。裁判所に対し、裁判員選任時以外にも証拠調べ開始時、評議開始時などに重ねて基本

原則について説明をするなどして十分裁判員が理解した上で審理、評議に臨めるように説明の徹底を求める

べきであり、弁護人としても、事案によっては弁論などにおいて、具体的に立証の程度などに言及する必要

がある。 

 また、評議の内容については、裁判員に守秘義務が課されているために公表されておらず「ブラックボッ

クス」となっていたが、2013（平成25）年から毎年、東京三会裁判員制度協議会は、典型的な事案を題材と

し、裁判員役を一般市民の中から選び、現職の裁判官3名の参加を得て模擬裁判・評議を実施している。現実

の裁判員裁判におけると同様の評議の進め方を確認する貴重な機会であり、今後も継続して行うべきである。

評議が適切になされているか否かは、裁判員裁判がその目的に合致した制度となり運用がなされているかに

大きく関わるものであり、常に検証しなければならないものと考えられる。 

 さらに、裁判員の守秘義務を、検証目的の場合には解除するなどの方法により、検証の支障にならないよ

うにすべきである。 

（4） 被告人の防御権の観点 

ア 身体拘束からの解放 



 裁判員制度において連日的開廷を可能ならしめるためには、公判前整理手続において被告人と弁護人が十

分に打ち合わせを行って方針を立て、証拠収集等を行う必要が生ずる。この被告人の防御権を十分に保障す

るためには、被告人と弁護人が自由に打ち合わせを行えることが不可欠であり、保釈の原則化など勾留制度

運用の改革が必要である。 

 裁判員制度の導入は、公判手続のあり方、証拠開示、取調べの可視化、被告人の身体拘束からの解放など、

現在の刑事裁判そのものを大きく変容させる要素を含んでおり、これを機に刑事裁判全体の改革につなげて

いくことが重要である。 

イ 接見交通権の実質的保障 

 人質司法の打破は、裁判員裁判に特有の問題ではなく全ての刑事事件について実現されるべきであるが、

裁判員裁判では、対象事件が重大事件に限られていることから、被告人は身体を拘束されている可能性が高

い。そして、裁判員裁判で連日的開廷が実施されることを考慮すれば、裁判所における公判の前後や休廷時

間における接見が重要となり、夜間・休日の接見も拡充される必要がある。これを受けて東京拘置所におけ

る夜間接見の開始、検察庁における電話接見の開始等の制度改革が進められているが、我々弁護士・弁護士

会は、その活用をするとともに、さらなる改善に取り組むことが必要である。 

ウ その他 

 法廷における服装、着席位置、刑務官の位置などが裁判員に多大な影響を与え、事実認定や量刑に影響を

与えることは否定できない。法廷における服装、着席位置、刑務官の位置などについては一定の改善が見ら

れたが、裁判員に対して被告人に不利益な印象を与えることのないように、今後も継続して改善を求めてい

くべきである。 

 また、裁判員裁判は一般市民が判断できるようわかりやすいものでなければならず、裁判員の負担を軽減

する必要性のあることも否定できない。しかし、あまりにその点ばかり強調して被告人の防御を軽視しては

ならず、公判期日の短縮や証拠の厳選により被告人の防御が犠牲になることがあってはならない。裁判員裁

判においても、この点を留意し、被告人の防御権を強く意識して審理に臨むべきである。 

（5） 公判審理 

 2013（平成25）年5月、強盗殺人事件の裁判員裁判で裁判員をつとめ死刑判決にかかわった女性が、検察官

から書証として提出された殺害現場のカラー写真を見たり、被害者が助けを求め通報した音声を聞いたこと

が原因となり急性ストレス障害を発症したとして国家賠償を求める訴訟を提起した。検察官請求証拠の必要

性に対するチェックは、刑事弁護の観点から、まず弁護人においてなされるが、この事件を契機として、裁

判所では、裁判員の心理的な負担を考慮して、公判において取り調べる証拠について、立証趣旨との関係で

書証の必要性を慎重に吟味する運用がなされるようになった。 

 裁判員裁判においては、凄惨な証拠に接すること等による裁判員の精神的負担に配慮した訴訟活動が求め

られ、この点をも意識した公判審理の実現に取り組むことが必要である。 

（6） 裁判員が参加しやすい環境の整備と市民向けの広報 

 この制度は、広く国民が参加し、国民全体で支えるものとする必要があり、そのためには、国民が裁判員

として参加しやすいように職場などの労働環境を整えるとともに、託児所・介護制度等の充実も図らなけれ

ばならない。 

 そして、国民が、司法は自らのものであり主体的に担うものであるという自覚を持って参加するよう裁判

員制度に関する理解を深めるため、情報提供や広報活動も積極的に行うことが重要である。裁判員裁判に参

加した裁判員の意見は参加して良かったとするものが多くを占めているが、一般国民の裁判員への参加意欲

は必ずしも高いものとはいえない。裁判員に守秘義務が課されているため、その経験を社会で共有すること

ができないという根本的な問題はあるが、まずは我々弁護士・弁護士会が、引き続き裁判員裁判に対する広

報を行う必要性は高いといえる。 



 特に近時、選任手続期日への出席率の低下が顕著であることが指摘されている。選任手続期日に出席を求

められた裁判員候補者の選任手続期日への出席率が、導入当初の2009（平成21）年は83.9パーセントであっ

たが、年を経過するごとに低下し、2015（平成27）年は67.5パーセント、2016（平成28）年は64.8パーセン

ト、そして2017（平成29）年は7月末までの統計で63.4パーセントと大きく低下している。高齢、病気等の理

由により選任手続期日への出席を求める前の段階で辞退が認められた候補者数を含めると、最初に選定され

た裁判員候補者のうち選定手続に出席した候補者の出席率は23.4パーセントまで低下している（2009〔平成

21〕年は40.3パーセント）。裁判員制度は市民の参加に支えられて初めて成り立つ制度であり、このまま出

席率の低下が続けば制度の存続も危うくなりかねない。市民の参加を促すための啓蒙、広報活動をさらに強

化し、市民の参加を妨げる要因を除去するほか、裁判員となることへの市民の不安を取り除く努力を今後も

継続することが必要である。2016（平成28）年5月に福岡地裁小倉支部に係属していた殺人未遂被告事件にお

いて、被告人の知人暴力団員が裁判員に対し「よろしく」と声をかけた事件があった。裁判員になることへ

の不安をなくすため、このような事件が起きないように公判審理係属中に裁判所で他者と接触する機会をで

きるだけ少なくするようにするなど再発防止策を確立することも必要である。 

 また、犯罪報道によって裁判員に予断を生じさせるおそれがあることも懸念されており、犯罪報道のあり

方についての提言、具体的な犯罪報道に対する意見表明、積極的に被告人の立場からの報道を求めるなどの

活動も広報活動の一環として必要である。 

（7） 少年逆送事件  

ア 問題の所在 

 裁判員法は、少年被告人の事件も対象としている。ところが、そのために生じ得る現実的な問題点につい

て、裁判員制度導入を検討した政府の司法制度改革推進本部裁判員制度・刑事検討会では、議論がされなか

った。 

 しかし、裁判員制度の運用次第では少年法改正手続を経ずして少年法が「改正」されるおそれがある。す

なわち、本来、少年の刑事裁判に関しては少年法上、審理のあり方・処分の内容に関して科学主義が定めら

れ（少年法第50条、9条）、これを受けて、証拠調べに関し「家庭裁判所の取り調べた証拠は、つとめてこれ

を取り調べるようにしなければならない」（刑事訴訟規則第277条）という規定が置かれており、この規定に

いう「家庭裁判所の取り調べた証拠」の中でとりわけ重要なのが社会記録である。これらの規定は、刑事訴

訟法の特則としての位置を占めているが、裁判員制度の運用次第では、これらの規定が死文化しかねないと

いう懸念があった。 

 そのため、少年被告人を裁判員制度の下で裁くのであれば、いくつかの規定整備（法律レベルと規則レベ

ルと両方考えられる。）と、運用についての法曹三者の合意が必要であった。 

 そこで、日弁連は、2008（平成20）年12月19日に「裁判員制度の下での少年逆送事件の審理のあり方に関

する意見書」を発表するとともに、論点整理を行い、最高裁に対して、制度開始前の一定の合意に向けた協

議の申し入れを行ったが、最高裁は、正式な「協議」の実施は拒否し、単なる意見交換を実施することがで

きただけであった。そして、その意見交換の中で、最高裁は、日弁連が提示したさまざまな問題点について、

あくまでも個別の裁判体の判断であるとの姿勢を崩さず、何らの合意をすることはできないまま、裁判員制

度が開始した。 

イ 審判の変容のおそれとその現実化 

 裁判員制度が、逆送されなかった大多数の少年保護事件の審判を変容させるおそれがあることも懸念され

た。 

 すなわち、家裁での調査結果（社会記録）が、刑事公判において提出され、直接主義・口頭主義にしたが

って証拠調べが行われた場合には、調査対象者の高度なプライバシーが公になるおそれがあり、そのおそれ



があるとなると、今後他の事件の調査において、学校・児童相談所を含め、関係者が調査に非協力的になる

ことなどが懸念される。 

 そして、それらの懸念を未然に防止するために、家裁が調査のやり方を変え、幅広い調査をしなくなる、

あるいは調査はしても調査票への記載をしない（あくまでも調査官の手控えとして事実上裁判官が情報を入

手する。）など、社会記録のあり方が変容することが危倶される。それは、ひいては少年審判のあり方を変

容させることになってしまうのである。 

 この危険が、現実化しているという危惧を抱かざるを得ないような、いくつかの動きが裁判所側にあった

ので、日弁連は、2009（平成21）年5月7日に「少年審判における社会調査のあり方に関する意見書」を発表

して警鐘を鳴らした。 

ウ 少年法の理念を守る裁判員裁判のあり方の模索 

 以上のとおり、①刑事訴訟手続の中で少年法の理念を貫徹すること、②審判手続の中で少年法の理念を貫

徹すること、という2つの要請を満たしつつ、裁判員制度の理念を実現するための方策が検討されなければな

らない。 

 すなわち、社会記録等の高度にプライバシーを含んだ情報を、公開法廷で明らかにすることなく、どのよ

うに主張したり証拠として提示したりしていくのかという問題である。その詳細については、2014（平成26）

年度版政策要綱150頁参照。 

エ 今後の取組み 

 本来、少年法の理念を全うしながら少年の裁判員裁判を実施するには、成人事件とは異なるさまざまな問

題が解決されなければならなかった。そのためには、立法的手当も必要である。その手当なくして、少年被

告人を裁判員裁判の下で裁くことは、本来は避けられなければならなかった。 

 しかし、日弁連からの問題提起に対して、何らの問題解決がされないまま裁判員制度が始まってしまった

以上、その中で、完璧とは言えないまでも可及的に少年の権利擁護を図ることができるか否かは、個々の弁

護人の訴訟活動にかかっているということになる。そのため、日弁連では「付添人・弁護人を担当するにあ

たってQ&A」を作成して全国に配布した。 

 しかし、制度上の問題を抱える中で実施される少年の裁判員裁判においては、個々の弁護人の努力ではい

かんともし難い点が多々ある。これまでに全国から日弁連に寄せられた情報からは、当初懸念されたとおり、

社会記録の取扱いが大きく変わり、科学主義の理念を表す少年法50条、9条、刑事訴訟規則277条がないがし

ろにされた運用が散見される。また、少年のプライバシー保護にも意を払われていない訴訟指揮も見受けら

れるところである。やはり、個々の弁護人の努力だけでは、少年法の理念を守ることが難しくなっているこ

とが明らかである。 

 そこで、日弁連は、2012（平成24）年1月、「少年逆送事件の裁判員裁判に関する意見書」を取りまとめ、

少年法の理念に則った審理方法が貫徹されるよう弁護人の請求による公開の停止や少年の一時退廷を認める

ことができる旨の規定の新設、科学主義の理念の明記、少年法の理念や科刑上の特則等の少年事件固有の規

定について公開の法廷で説示する旨の規定の新設などを提言し、裁判員法の3年後の見直しにおいて、今度こ

そ少年事件の問題を置き去りにすることなく、改正がなされることを目指した。そして、法務省が設置した

「検討会」において、一応、少年逆送事件についても議論がされたが、制度改正の必要性について理解を得

るに至らなかった。 

 日弁連・弁護士会としては、今後も、裁判員裁判に限らず、少年逆送事件の刑事裁判の在り方について、

抜本的な見直しの提言をしていくべきである。 

 一方で、現行法下でなしうる弁護活動の質を向上させるためには、ノウハウを蓄積することが重要である。

そのために、日弁連では、各地の逆送事件の事例検討を行い、日弁連付添人経験交流集会や夏合宿を通じて、



会員に対して情報提供しているところであり、全国どこでも、いざ事件が起きたときに最良の弁護活動が提

供できるような努力を、各弁護士会でも進めることが必要である。 

（8） 外国人事件 

 裁判員対象事件で被疑者・被告人が外国人の場合、特に以下の点を注意すべきである。 

①まず、裁判員裁判では、わかりやすい法廷活動が当事者に求められている。そして、審理は連日的開廷に

よる集中審理が予定されているので、裁判員は法廷で見て聞いたことによって、最終的な評議まで行うこ

とになる。そこで、現在は書面中心に行われている裁判が、直接主義・口頭主義によることとなる。必要

的に行われる冒頭陳述（裁判員法49条、刑訴法316条の30）や弁論も書面を従前の読み上げる方法から、口

頭による説得が多くなろうとしている。そうなると、要通訳事件では、あらかじめ書面を法廷通訳人に送

付しておいて準備をしておいてもらうという現在の実務運用は、修正を余儀なくされる。法廷での逐語訳

による通訳を原則とすべきである。また、通訳人の集中力持続にも限界があるので、複数体制を原則とす

べきであるし、報酬も労力に応じたものにする必要がある。 

②2008（平成20）年4月以後、検察庁は裁判員対象事件のうち、自白調書を証拠請求する予定の事件について

取調べの一部録画をする運用をすることとし、2008（平成20）年夏以後、各警察署においても試行されて

いる。そこで、通訳人の能力に問題があったり、誤訳の可能性がある場合に、取調べ状況のDVDを類型証拠

開示請求（刑訴法316条の15第1項7号）により開示させることによって、これらを検証することが可能にな

った。現在では、取調べ全過程が録画されているものではないので、問題となっている供述調書が作成さ

れた場面そのものが録画されていない場合もあるが、通訳人の能力を判定する極めて有力な資料となりう

ることは間違いない。必ず、開示請求をすべきである。 

③法廷通訳に誤訳があるかどうかは、後日検証することができない。誤訳があるのであれば、その場その場

で指摘しなければ修正不可能である。また、裁判員裁判では、申入れさえあれば、被告人が弁護人と並ん

で座ることが認められている。そこで、公判の進行に応じてコミュニケーションを取るためにも、法廷通

訳とは別に、弁護人席に通訳人を配置することが必要である。そのために、弁護人席に補助者として通訳

人が同席することを認めさせる必要がある。また、国選弁護事件では、その通訳人に対する報酬を支出す

るための制度作りが必要である。 

（9） 被害者参加と弁護活動への影響 

 刑事訴訟法の第二編に「第三節 被害者参加」として、刑訴法316条の33から同39までの規定が新設され、

刑事裁判に被害者等が参加することが認められる被害者参加制度が、2008（平成20）年12月1日から施行され、

2009（平成21）年5月21日から施行された裁判員裁判においては、全ての事件についてこの制度が適用されて

いる。 

 被害者参加制度は、これまで、刑事裁判に直接関わることがなかった被害者及びその遺族らが、刑事裁判

に直接出席して、立証活動を行ったり、弁論としての意見陳述をすることを認める制度である。 

 日弁連は、2007（平成19）年6月20日に発表した「被害者の参加制度新設に関する会長声明」において、「被

害者参加制度は、犯罪被害者等が自ら、被告人や証人に問いただすこと、さらには求刑をも可能とするもの

である。犯罪被害者等の心情を被告人に伝える手段として、既に認められている意見陳述制度に加えて、さ

らに、犯罪被害者等による尋問や求刑ができる制度を認めることは、客観的な証拠に基づき真実を明らかに

し、被告人に対して適正な量刑を判断するという刑事訴訟の機能を損なうおそれがある。こうした懸念は、

一般市民が参加し2009（平成21）年から施行される裁判員裁判において、より深刻なものとなる。」と述べ

ており、裁判員制度への影響に対する懸念を表明していたところである。 

 被害者参加制度の運用によって、被告人・弁護人の防御権が侵害されることのないように適切かつ慎重な

運用がなされることが必要である。 



（10） 量刑データベースの創設への取組み 

ア 量刑評議とデータベース 

 裁判員裁判では、一方で量刑に市民の感覚を反映させることが期待されているが、他方、刑の公平性の確

保という理念も軽視できない。裁判所では、行為責任を基本として量刑評議が進められており、かつ、ほと

んどの事件で最高裁判所が作成した量刑データベースが用いられている。 

 そこで、弁護人としても、裁判員に対して説得力のある弁護活動を行うためには、量刑データベースが不

可欠となった。 

イ 弁護人のための量刑データベースの必要性と活用方法 

 最高裁判所は、裁判員裁判対象事件に関しては、被疑者段階から弁護人に対し、各裁判所において最高裁

判所が作成した量刑データベースの利用を認めている。しかし、最高裁判所の量刑データベースからは、判

決文にアクセスできない。そのため検索項目の細分化における評価の誤りの危険がある。 

 また、最高裁判所のデータベースには、「被害者の落ち度」、「被告人の反省」等の検索項目があるが、

これを入力する担当裁判体の「評価」が入り、弁護人として原判決記載の具体的な事実摘示を読むことなし

には正確な判断ができないおそれがある。 

 さらに、裁判員裁判において、最高裁判所の量刑データベースを用いるにあたり、「量刑の大枠」の条件

設定の仕方そのものが争点となる事案も出ており、弁護人として、「量刑の大枠」を打ち破って裁判員が人

間らしい市民の視線で量刑を考えることができるような弁護を展開するためには、被告人・弁護人の立場に

たって作成された日弁連の量刑データベースを活用して、より工夫された説得力のある量刑主張が必要とな

っている。 

ウ 役割分担と弁護技術の向上 

 運用を開始した日弁連の量刑データベースは、参加する各単位会が判決の収集・匿名処理（マスキング）・

要旨作成を担い、日弁連は業者を通じてデータベースを管理して契約単位会の会員の利用に供し、判決文の

管理・保管・送付の事務を行うというものである。 

 現在、日弁連は、愛知県弁護士会の協力を得て作成した要旨作成の基準に基づき、各地で要旨作成のため

の勉強会を実施している。副次的な効果ではあるが、継続すれば、担当弁護士の刑事弁護の知識や能力の向

上が飛躍的に向上することが報告されている。 

エ 東京弁護士会の役割 

 東京弁護士会では、すでに刑事弁護委員会に量刑データベース部会を立ち上げて、要旨作成の態勢を構築

しているが、裁判員裁判の判決文の収集や匿名処理（マスキング）についての指導など制度定着に向けて着

実な展開が求められている。 

（11） 一審裁判員裁判事件の控訴審の問題 

 裁判員制度を導入する際、控訴審を従来どおり3人の職業裁判官だけで構成した場合、控訴審において裁判

員が加わって行った原審の事実認定や量刑判断を変更することが裁判員制度の趣旨と調和するのかとの疑問

から、控訴審に特別の規定を設けるべきとの意見もあった。これに対しては、一審判決を尊重し、控訴審は

事後審として原判決の認定に論理則・経験則に違反する誤りがあるかどうかの判断に徹すれば問題ないとす

る意見があり、結局、裁判員法では特別な規定を設けなかった。そして、この後者の考え方は、最高裁2012

（平成24）年2月13日判決で確認された。 

 ところが、その後、大分地裁が言い渡した一審無罪判決に対する控訴事件において、福岡高裁は延べ50人

を超える証人尋問を実施した上で、原審判決は論理則・経験則等に違反するとして逆転有罪を言い渡した

（2013〔平成25〕年9月20日判決）。このような事例に鑑みると、控訴審のあり方について明文の規定なしに

運用のみで事後審に徹するということには限界があり、例えば裁判員裁判の無罪判決に対しては検察官控訴

を制限したり、上訴理由の特則を設けるなどの立法的な解決を含めた改善が検討されるべきである。 



（12） その他の裁判員制度自体の問題点 

ア 裁判員対象事件について 

 裁判員法では、「死刑又は無期の懲役若しくは禁固にあたる罪にかかる事件、裁判所法第26条第2項第2号

に掲げる事件であって、故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪にかかるもの」について基本的に裁判

員対象事件とされているが、覚せい剤事犯、性犯罪事件、少年逆送事件などを裁判員対象事件とすべきか否

かについて、様々な観点から議論がされている。また、むしろ裁判員対象事件を拡大すべきとの意見のほか、

逆に否認事件に絞るべきとの意見もある。裁判員対象事件については、様々な意見があり得るところであっ

て、それらの様々な意見を十分検討した上で、一定の結論を出すべきである。 

イ 公判前整理手続について 

 公判前整理手続については、公判担当裁判官と別の裁判官が担当すべきであるとの担当裁判官の問題、全

面証拠開示あるいは証拠一覧表開示を導入すべきとの問題、立証制限規定の問題、被告人側の予定主張義務

の撤廃の問題など、様々な問題提起がされており、被告人の権利保障の観点から、改善すべき点がある。 

 なお、裁判員裁判開始後、公判前整理手続が長期化しているとの問題点が指摘されている。公判前整理手

続が徒に長期化することは被告人の身体拘束期間が長くなるなど適切ではない面もあるが、公判前整理手続

を短縮化することは、被告人の防御権の保障に支障を与える可能性もあり、必ずしも短縮すれば良いという

問題ではない。身体拘束の長期化については保釈の弾力的運用で対処すべきである。 

ウ 裁判員裁判における量刑の問題 

 裁判員が量刑を判断するのは困難であるとして量刑を裁判員の判断対象からはずすべきとの意見もあるが、

量刑にこそ社会常識を反映させるべきであるとの意見もある。裁判員裁判は、職業裁判官の判断よりも厳罰

化の傾向にあるとの指摘もあるが、職業裁判官による判断よりも軽い量刑がなされたと考えられる事件も少

なからずある。しかしながら、量刑についての評議は適切になされなければならず、必要以上の厳罰化は避

けなければならない。弁護人は、一般市民感覚に則して裁判員に理解を得られるように情状事実を主張すべ

きである。 

 また、被害感情等の純然たる量刑証拠が犯罪事実の存否の判断に影響を与えないために、犯罪事実の存否

に関する判断の手続と量刑の判断の手続を明確に分けるべきとの見解もあり（手続二分論）、具体的事件に

よっては、弁護活動のために手続きを二分するのが有益な場合もあることから、運用、制度化両面から検討

すべきである。 

エ その他の制度上の問題点 

 そのほか、いままで述べた点以外にも、被告人の選択権を認めるべきか、死刑求刑事件の審理のあり方、

評決のあり方（過半数とするのが適切か）など様々な検討課題がある。これらについても検討を加えるべき

であるが、その際、国民の司法参加の観点、被告人の権利保障の観点等様々な観点から検討を加える必要が

ある。 

4 今後の弁護士・弁護士会の活動 

（1） 裁判員裁判の改善にむけた検討 

 裁判員法附則9条において、法の施行後3年を経過した時点で、検討を加え、必要があるときは、「所要の

措置を講ずるものとする」とされ、法務省に設置された「裁判員制度に関する検討会」において検討が行わ

れたが、前述のように、日弁連の提言は多数意見とはならず、2015（平成27）年6月の法改正は、審理期間が

著しく長期にわたる事件の除外や災害時に裁判員候補者の呼び出しのあり方などといった細部の修正に止ま

った。 

 しかしながら、裁判員制度には前述のような課題が残されており、絶えず見直しを図ってゆく必要がある。

日弁連・弁護士会としては、今後、さらなる裁判員裁判の実践を踏まえた検証を行い、引き続き粘り強く制

度の改善を求めて提言等の活動をしていくべきである。 



（2） 弁護士会内の研修体制 

 裁判員制度においては、公判審理のあり方の変容にともなって、我々弁護士の弁護活動も、これまでのも

のとは異なったものが要求されるようになった。 

 裁判所が実施している裁判員経験者を対象としたアンケートによれば、法廷での訴訟活動のわかりやすさ

について、弁護人の説明が検察官の説明よりわかりにくいという結果がでている。例えば、早口や声が聞き

取りにくいなど話し方に問題があるとの指摘は、検察官に対するものの2倍以上であった。従前であれば裁判

官が弁護人の意図をくみ取ってくれたことでも、裁判員には理解されないことがある。弁護士及び弁護士会

は、新しい裁判員裁判に対応した弁護活動のあり方について十分な検討を行うとともに、その検討結果を早

期に一般の会員に対して伝えて、多くの弁護士が裁判員制度を熟知し、この制度に適応した弁護技術を習得

して裁判員裁判における弁護活動を担えるよう今後も継続的に取り組む必要がある。また、広報との関係で

いえば、広く国民にこの制度を理解してもらうため、一般国民に直接接する我々が裁判員制度についての情

報発信をできる態勢にあることも必要であり、このためにも研修は重要である。 

 東京弁護士会では、各種の裁判員裁判のための専門講座や裁判員裁判対応弁護士養成講座、また、裁判員

裁判を経験した弁護人を呼んだ経験交流会も定期的に行っているが、今後もこれらの講座や交流会を継続的

に行うべきである。そして、実際に裁判員裁判が始まった現状のもとでは、裁判員裁判の検証の成果を踏ま

えた、最新の情報に基づくものとすべきである。 

（3） 裁判員裁判に対応する弁護体制の構築 

 裁判員裁判においては、連日的開廷が実施され、弁護人が1人だけで弁護活動を行うことが困難となり、複

数人で弁護団を組む必要性が高い。 

 また、裁判員裁判は従来型の刑事裁判とは異なる弁護活動も要求されることから、弁護団に裁判員裁判に

習熟した弁護人が入る必要がある。また、裁判員裁判の場合には基本的に複数の弁護人が就くべきであり、

国選弁護人の場合には全件について複数選任の申出を行うべきである。 

 東京弁護士会では、2010（平成22）年3月から、裁判員裁判対象事件に特化した裁判員裁判弁護人名簿を整

備し、裁判員裁判に対応できる弁護士を捜査段階から配点できるようにすることとしているが、複数選任の

場合における2人目の弁護人も裁判員裁判に習熟した弁護人が選任されることが望ましく、2015（平成27）年

9月に規則を一部改正し、追加の国選弁護人候補者も、同名簿に登載されている者、第一東京弁護士会又は第

二東京弁護士の裁判員裁判サポート名簿に登載されている者又は刑事弁護委員会が推薦する者のいずれかで

なければならないとした。 

 弁護士会としては、今後もこのような裁判員裁判に対応する弁護体制を充実させる取り組みを継続すべき

である。 


